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2017 年 3 月 14日  

 

放送倫理検証委員会 御中  

 

「クローズアップ現代＋」「韓国 過熱する“少女像”問題 初めて語った 

元慰安婦」（2017 年 1 月 24 日放送）に関する審議要望書 

 

NHK を監視・激励する視聴者コミュニティ   

共同代表 湯山哲守・醍醐  聰  

 

 

当会は、本年 1 月 24 日に放送された「クローズアップ現代＋   韓国 過熱する“少女  

像”問題 初めて語った元慰安婦」（以下、「本番組」という）の内容、編集方法には、「放

送法」、「NHK 放送ガイドライン 2015」に照らして種々、重大な疑問点があると判断しま

した。  

そこで、2 月 24 日に本番組制作担当他に同封別紙のような質問を提出したところ、3

月 10 日に同じく同封別紙のような回答が届きました。しかし、この回答は以下に指摘す

るとおり、当会が具体的な立証、反証資料を添えて尋ねた質問に応答したものになってい

ません。  

 

1．事実を歪めて伝えたとの指摘に答えていない。  

・釜山に少女像が設置された経過が歪めて伝えられたとの指摘（質問Ⅴ）  

・日韓合意に関する韓国野党の対応について、事実の経過を歪めて伝えられたとの指  

摘（質問Ⅵの前段）  

 2. 事実の裏付け取材に関する疑義に答えていない。  

・番組に登場した 3 人の元「慰安婦」本人の意思は取材を通じて確認されたのかを尋  

ねた質問Ⅱ  

・「当事者の思いと異なる形で少女像が設置された」という解説はどのような事実に

裏付けられたものかを尋ねた質問Ⅲ  

3．公平な報道に関して、反証を添えた当方の疑義に答えていない。  

 ・元「慰安婦」の声はさまざまと言いながら、なぜ、日本の支援金を受け取った 3

組の「慰安婦」とその家族の声だけを伝えたのか？  (質問Ⅰ) 

 ・相反する論説を掲げた韓国有力紙が多数ある中で、韓国に非があるとする 1 紙の

論説だけを取り上げ、同紙の論調が韓国内で広がりつつあると解説したのはなぜ

か？（質問Ⅳ）。  

4．国際・海外取材にあたっての基本姿勢を定めた「NHK 放送ガイドライン 2015」

に違反しているのではないかとの指摘（質問Ⅸ）に答えていない。  

 

 個別具体的な問題は以上のとおりですが、本番組は全体を通して、日韓合意が行き詰

まった原因は「過熱した」韓国社会の対日批判、近い将来に予想される大統領選をにら

んだ韓国野党のポピュリズムにあるという予断の下に、冷静さを装った韓国バッシング

番組だったと言っても過言でないほど、偏向したものだったと当会は考えます。  
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このような番組制作は「放送法」第 4 条第 1 項 2 号、3 号、4 号規定に反すると同時

に、「各国の利害が対立する問題については、一方に偏ることなく、関係国の主張や国

情、背景などを公平かつ客観的に伝える」と定めた「NHK 放送ガイドライン 2015」か

らも大きく逸脱したものです。  

 

 以上から、当会は貴委員会が同封別紙の資料を参照いただき、本番組に「放送法」、

「NHK 放送ガイドライン 2015」に違反する点がなかったかどうかを厳正に審議くださ

るよう要望します。  

また、その際には、異論を「さらっ」と紹介するだけで、公平な番組編集をしたかの

ようなアリバイづくりをしようとする姑息なやり方を正す厳正な審議も要望します。  

 

以上 

 

 

〔付記〕  

 同封の NHK 宛て質問書の記述のうち、一部に不正確な箇所がありましたので、以下

のとおり訂正をいたします。  

 

 原文（10 ページ）  

「②河野談話(1993 年)では、『われわれは、歴史研究、歴史教育を通じて、このよう

な問題を永く記憶にとどめ、同じ過ちを決して繰り返さないという固い決意を改めて表

明する』と謳われました。しかし、日本の中学校の歴史教科書では 2011 年の検定で

『慰安婦』関連記述がすべて消え、2015 年の検定で『強制連行を直接示す資料は発見さ

れなかった』という日本政府の見解を併記することを条件に、かろうじて 1 社の教科書

に『慰安婦』関連の記述が復活しました。」  

 

改訂文  

「②河野談話(1993 年)では、『われわれは、歴史研究、歴史教育を通じて、このよう

な問題を永く記憶にとどめ、同じ過ちを決して繰り返さないという固い決意を改めて表

明する』と謳われました。しかし、日本の中学校の歴史教科書では、2010 年検定

（2012 年度版）では『慰安婦』という言葉は全て消え、1 社の教科書に、「慰安婦」関

連記述が残るにとどまりました。その後、『強制連行を直接示す資料は発見されなかっ

た』という日本政府の見解を併記することを条件に、かろうじて 2014 年検定（2016 年

度版）の 1 社の教科書に『慰安婦』の記述が復活しました。」  

 

 


